
食品表示法（抄）（平成二十五年法律第七十号） 

  

（目的） 

第一条 この法律は、食品に関する表示が食品を摂取する際の安全性の確保及

び自主的かつ合理的な食品の選択の機会の確保に関し重要な役割を果たして

いることに鑑み、販売（不特定又は多数の者に対する販売以外の譲渡を含む。

以下同じ。）の用に供する食品に関する表示について、基準の策定その他の必

要な事項を定めることにより、その適正を確保し、もって一般消費者の利益

の増進を図るとともに、食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）、健

康増進法（平成十四年法律第百三号）及び農林物資の規格化等に関する法律

（昭和二十五年法律第百七十五号）による措置と相まって、国民の健康の保

護及び増進並びに食品の生産及び流通の円滑化並びに消費者の需要に即した

食品の生産の振興に寄与することを目的とする。  

（食品表示基準の策定等） 

第四条 内閣総理大臣は、内閣府令で、食品及び食品関連事業者等の区分ごと

に、次に掲げる事項のうち当該区分に属する食品を消費者が安全に摂取し、

及び自主的かつ合理的に選択するために必要と認められる事項を内容とする

販売の用に供する食品に関する表示の基準を定めなければならない。  

一 名称、アレルゲン（食物アレルギーの原因となる物質をいう。第六条第八

項及び第十一条において同じ。）、保存の方法、消費期限（食品を摂取する際

の安全性の判断に資する期限をいう。第六条第八項及び第十一条において同

じ。）、原材料、添加物、栄養成分の量及び熱量、原産地その他食品関連事業

者等が食品の販売をする際に表示されるべき事項 

二 表示の方法その他前号に掲げる事項を表示する際に食品関連事業者等が

遵守すべき事項  

２～６（略）  

（食品表示基準の遵守） 

第五条 食品関連事業者等は、食品表示基準に従った表示がされていない食品

の販売をしてはならない。  

（指示等） 

第六条 食品表示基準に定められた第四条第一項第一号に掲げる事項（以下「表

示事項」という。）が表示されていない食品（酒類を除く。以下この項におい

て同じ。）の販売をし、又は販売の用に供する食品に関して表示事項を表示す

る際に食品表示基準に定められた同条第一項第二号に掲げる事項（以下「遵

守事項」という。）を遵守しない食品関連事業者があるときは、内閣総理大臣

又は農林水産大臣（内閣府令・農林水産省令で定める表示事項が表示されず、
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又は内閣府令・農林水産省令で定める遵守事項を遵守しない場合にあっては、

内閣総理大臣）は、当該食品関連事業者に対し、表示事項を表示し、又は遵

守事項を遵守すべき旨の指示をすることができる。 

２～４（略） 

５ 内閣総理大臣は、第一項又は第三項の規定による指示を受けた者が、正当

な理由がなくてその指示に係る措置をとらなかったときは、その者に対し、

その指示に係る措置をとるべきことを命ずることができる。  

６・７（略） 

８ 内閣総理大臣は、食品関連事業者等が、アレルゲン、消費期限、食品を安

全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取する際の

安全性に重要な影響を及ぼす事項として内閣府令で定めるものについて食品

表示基準に従った表示がされていない食品の販売をし、又は販売をしようと

する場合において、消費者の生命又は身体に対する危害の発生又は拡大の防

止を図るため緊急の必要があると認めるときは、当該食品関連事業者等に対

し、食品の回収その他必要な措置をとるべきことを命じ、又は期間を定めて

その業務の全部若しくは一部を停止すべきことを命ずることができる。  

（公表） 

第七条 内閣総理大臣、農林水産大臣又は財務大臣は、前条の規定による指示

又は命令をしたときは、その旨を公表しなければならない。  

（立入検査等） 

第八条 内閣総理大臣は、販売の用に供する食品に関する表示の適正を確保す

るため必要があると認めるときは、食品関連事業者等若しくは食品関連事業

者とその事業に関して関係のある事業者に対し、販売の用に供する食品に関

する表示について必要な報告若しくは帳簿、書類その他の物件の提出を求め、

又はその職員に、これらの者の事務所、事業所その他の場所に立ち入り、販

売の用に供する食品に関する表示の状況若しくは食品、その原材料、帳簿、

書類その他の物件を検査させ、従業員その他の関係者に質問させ、若しくは

試験の用に供するのに必要な限度において、食品若しくはその原材料を無償

で収去させることができる。 

２～９（略）  

第十七条 第六条第八項の規定による命令に違反した者は、三年以下の懲役若

しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

第十八条 第六条第八項の内閣府令で定める事項について、食品表示基準に従

った表示がされていない食品の販売をした者は、二年以下の懲役若しくは二

百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

第二十条 第六条第五項の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又



は百万円以下の罰金に処する。  

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処す

る。  

一 第八条第一項から第三項までの規定による報告若しくは物件の提出をせ

ず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出をし、又は同条第一項か

ら第三項まで若しくは第九条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者  

二 第八条第一項の規定による収去を拒み、妨げ、又は忌避した者  

第二十二条 法人（人格のない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのある

ものを含む。以下この項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若

しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し

て、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金

刑を科する。  

一 第十七条 三億円以下の罰金刑  

二 第十八条から第二十条まで 一億円以下の罰金刑  

三 前条 同条の罰金刑  

２ 人格のない社団又は財団について前項の規定の適用があるときは、その代

表者又は管理人が、その訴訟行為につきその人格のない社団又は財団を代表

するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規

定を準用する。  

 




